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議案第４０号  

上尾市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を

改正する条例の制定について  

上尾市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正

する条例を次のように定める。  

令和５年６月５日提出  

                  上尾市長  畠 山  稔     

上尾市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を

改正する条例  

上尾市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年

上尾市条例第３８号）の一部を次のように改正する。  

別表第１の７の項中「購入した」を「購入し、又は修理した」に、「補聴

器購入費助成金」を「補聴器購入費等助成金」に改める。 

別表第２の２２の項中「購入した」を「購入し、又は修理した」に、「補

聴器購入費助成金」を「補聴器購入費等助成金」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

  難聴児補聴器購入費助成金の交付に関する事務について、助成対象を拡

大したいので、この案を提出する。  
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議案第４１号  

上尾市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例の制定

について  

上尾市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。  

令和５年６月５日提出  

                  上尾市長  畠 山  稔     

上尾市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例  

 上尾市印鑑の登録及び証明に関する条例（昭和４９年上尾市条例第３号）

の一部を次のように改正する。  

第１２条第３項中「利用者証明用電子証明書」を「個人番号カード用利用

者証明用電子証明書」に改め、「個人番号カードをいう。）」の次に「又は

移動端末設備用利用者証明用電子証明書（公的個人認証法第３５条の２第１

項に規定する移動端末設備用利用者証明用電子証明書をいう。）が記録され

た同条第４項の電磁的記録媒体が組み込まれた移動端末設備（公的個人認証

法第１６条の２第１項に規定する移動端末設備をいう。）」を加え、「暗証

番号を入力すること」を「暗証番号の入力その他規則で定める方法」に改め

る。  

附 則  

この条例は、規則で定める日から施行する。ただし、第１２条第３項の改

正規定（「利用者証明用電子証明書」を「個人番号カード用利用者証明用電

子証明書」に改める部分に限る。）は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

  移動端末設備を利用してコンビニエンスストアで印鑑登録証明書を取得

することができるようにしたいので、この案を提出する。  
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議案第４２号 

   上尾市スポーツ健康都市推進会議条例の制定について 

 上尾市スポーツ健康都市推進会議条例を次のように定める。 

  令和５年６月５日提出 

                  上尾市長  畠 山  稔     

   上尾市スポーツ健康都市推進会議条例 

 （設置） 

第１条 スポーツを通じて市民の健康及び体力の維持及び増進を図り、もっ

て市民の健康で豊かな生活の形成を推進するため、上尾市スポーツ健康都

市推進会議（以下「推進会議」という。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 推進会議は、次に掲げる事項について調査審議する。 

 (1) スポーツによる健康づくりに寄与する施策の策定に関すること。 

 (2) 前号に掲げる施策の評価に関すること。 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、スポーツによる健康づくりの推進に関し

市長が必要と認める事項に関すること。 

 （組織） 

第３条 推進会議は、委員７人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱し、又は任命する。 

 (1) 学識経験を有する者 

 (2) 健康に関する事業を行う団体を代表する者 

 (3) 前２号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

 （委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補

欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、委嘱され、又は任命された時における当該身分を失ったときは、

その職を失う。 

３ 委員は、再任されることができる。 

 （委員長及び副委員長） 

第５条 推進会議に、委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを

定める。 

-3-



 

２ 委員長は、会務を総理し、推進会議を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を

代理する。 

 （会議） 

第６条 推進会議の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 推進会議は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができな

い。 

３ 推進会議の会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同

数のときは、議長の決するところによる。 

 （関係者の会議への出席等） 

第７条 推進会議は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるとき

は、関係者に対して、資料の提出を求め、又は会議への出席を求めてその

意見若しくは説明を聴くことができる。 

 （庶務） 

第８条 推進会議の庶務は、健康福祉部において処理する。 

 （委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、

推進会議が定める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年７月１日から施行する。 

 （上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部改正） 

２  上尾市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

（昭和３１年上尾市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

  第１条の２中第３４号の５を第３４号の６とし、第３４号の４の次に次

の１号を加える。 

  (3 4 )の５ スポーツ健康都市推進会議委員  

  別表第１中３４の５の項を３４の６の項とし、３４の４の項の次に次の

ように加える。 
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３４

の５ 

スポーツ健康都市推進会議 

 委員長 

 委員 

 

日額 ７，０００円 

日額 ６，０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

スポーツを通じて市民の健康及び体力の維持増進を図り、市民の健康で

豊かな生活の形成を推進するため、附属機関として上尾市スポーツ健康都

市推進会議を設置したいので、この案を提出する。  

-5-



 

議案第４３号  

   上尾市税条例の一部を改正する条例の制定について  

 上尾市税条例の一部を改正する条例を次のように定める。  

  令和５年６月５日提出  

                  上尾市長  畠 山  稔     

   上尾市税条例の一部を改正する条例  

 上尾市税条例（昭和３０年上尾市条例第１３号）の一部を次のように改正

する。  

 第８２条第１号エ中「及び側面」を「、側面」に改め、「３輪のもの」の

次に「及び道路運送車両の保安基準（昭和２６年運輸省令第６７号）第１条

第１項第１３号の６に規定する特定小型原動機付自転車」を加える。  

   附 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、令和５年７月１日から施行する。  

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の上尾市税条例第８２条第１号エの規定は、令和

６年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和５年度分

までの軽自動車税の種別割については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

地方税法施行規則の一部改正に伴い、特定小型原動機付自転車に係る軽

自動車税の種別割の税率を明記したいので、この案を提出する。  
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議案第４４号 

上尾市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に

関する条例の一部を改正する条例の制定について 

上尾市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関す

る条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和５年６月５日提出 

                  上尾市長  畠 山  稔     

上尾市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に

関する条例の一部を改正する条例 

上尾市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関す

る条例（昭和４３年上尾市条例第７号）の一部を次のように改正する。 

第７条の２第２項第１号中「１７万１，６５０円」を「１７万２，５５０

円」に改め、同項第２号中「７万５，２９０円」を「７万７，８９０円」に

改め、同項第３号中「８万５，７８０円」を「８万６，２８０円」に改め、

同項第４号中「３万７，６００円」を「３万８，９００円」に改める。 

別表学校医及び学校歯科医の補償基礎額の項中「６，２４５円」を「６，

３４０円」に、「８，００３円」を「８，０８５円」に、「９，６０８円」

を「９，６４０円」に改め、同表学校薬剤師の補償基礎額の項中「５，２６

３円」を「５，３４０円」に、「６，２４０円」を「６，３１０円」に、

「６，９００円」を「６，９２５円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日の属する月の翌月の初日（公布の日が月の初日で

あるときは、その日）から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の上尾市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬

剤師の公務災害補償に関する条例（以下「新条例」という。）第７条の２

第２項の規定は、令和５年４月１日以後に支給すべき事由が生じた介護補

償について適用し、同日前に支給すべき事由が生じた介護補償については、

なお従前の例による。 

３ 新条例別表の規定は、令和４年４月１日以後に支給すべき事由が生じた
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公務災害補償並びに同日前に支給すべき事由が生じた傷病補償年金、障害

補償年金及び遺族補償年金で同日以後の期間について支給すべきものの補

償基礎額について適用し、その他の公務災害補償の補償基礎額については、

なお従前の例による。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償の基準を

定める政令の一部改正に伴い、学校医等に対する介護補償の額及び休業補

償等の額の算定の基礎となる補償基礎額を引き上げたいので、この案を提

出する。  
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議案第４５号  

上尾市子ども・若者ケアラー支援の推進に関する条例の制定について  

 上尾市子ども・若者ケアラー支援の推進に関する条例を次のように定める。  

令和５年６月５日提出  

上尾市長  畠 山  稔  

   上尾市子ども・若者ケアラー支援の推進に関する条例  

 （目的）  

第１条 この条例は、子ども・若者ケアラーに対する支援（以下「ケアラー

支援」という。）に関し、基本理念を定め、市の責務並びに保護者及びそ

の家族、学校、市民等、事業者並びに関係機関の役割を明らかにするとと

もに、ケアラー支援に関する施策の基本となる事項を定めることにより、

当該施策を総合的かつ計画的に推進し、子ども・若者ケアラーに係る負担

の軽減又は解消を図り、もって社会全体で子ども・若者の成長を支えるた

めの環境づくりに寄与することを目的とする。  

 （定義）  

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。  

 (1) 子ども・若者ケアラー 子ども・若者のうち、高齢、身体上又は精神

上の障害、疾病等により援助を必要とする親族その他の身近な人に対し

て、無償で介護、看護、日常生活上の世話その他の必要な援助を提供す

る者をいう。  

 (2) 子ども・若者 おおむね４０歳に達するまでの者をいう。  

 (3) ヤングケアラー 子ども・若者ケアラーのうち、１８歳未満の者をい

う。  

 (4) 若者ケアラー 子ども・若者ケアラーのうち、１８歳からおおむね４

０歳に達するまでの者をいう。  

 (5) 市民等 市内に住所又は居所を有する者及び市内に在勤し、又は在学

する者をいう。  

 (6) 事業者 市内で事業活動を行う個人及び法人をいう。  

 (7) 関係機関 介護、障害者及び障害児の支援、医療、教育、児童の福祉

等に関する業務を行い、当該業務を通じて日常的に子ども・若者ケアラ
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ーに関わる可能性がある機関をいう。  

 （基本理念）  

第３条 ケアラー支援は、全ての子ども・若者ケアラーが個人として尊重さ

れ、健康で文化的な生活を営むことができるよう、市、保護者及びその家

族、学校、市民等、事業者並びに関係機関が、それぞれの責務又は役割を

果たし、相互に連携を図りながら、子ども・若者ケアラーが孤立すること

のないよう社会全体で支えるように行われなければならない。  

２ ヤングケアラーに対する支援は、ヤングケアラーとしての時期が社会に

おいて自立的に生きる基礎を培い、人間としての基本的な資質を養う重要

な発達段階であることに鑑み、適切な教育の機会が確保され、かつ、心身

の健やかな成長及び発達並びにその自立が図られるように行われなければ

ならない。  

３ 若者ケアラーに対する支援は、創造的な未来を切り拓く若者ケアラーを

応援し、若者ケアラーが持てる能力を生かすことで、自立し、及び活躍す

ることができる機会が確保され、かつ、その自立が図られるように行われ

なければならない。  

 （市の責務）  

第４条 市は、前条に定める基本理念（以下単に「基本理念」という。）に

のっとり、介護、障害者及び障害児の支援、医療、教育、児童の福祉等に

関する制度その他ケアラー支援に関わる制度を勘案し、ケアラー支援に関

する施策を総合的に実施するものとする。  

２ 市は、前項の施策を実施するに当たっては、子ども・若者ケアラーの意

向を尊重するとともに、保護者及びその家族、学校、市民等、事業者並び

に関係機関と相互に連携を図るものとする。  

 （保護者及びその家族の役割）  

第５条 保護者及びその家族は、基本理念にのっとり、本来これらの者が担

うと想定される家事、親族その他の身近な人の世話等の責任を子ども・若

者が負うことによる心身への影響に気付き、配慮することができるよう、

子ども・若者ケアラーについての理解を深めるとともに、その意向を尊重

しつつ、年齢や発達に応じた養育、教育、雇用等に係る支援及び環境づく

りに努めるものとする。  
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２ 保護者及びその家族は、本来これらの者が担うと想定される家事、親族

その他の身近な人の世話等の責任を子ども・若者に負わせないよう、家庭

が抱える困難に応じた支援を求めるよう努めるものとする。  

 （学校の役割）  

第６条 学校は、基本理念にのっとり、子ども・若者ケアラーに対し、その

意向を尊重しつつ、健康状態、生活環境等を確認し、支援の必要性の把握

に努めるものとする。  

２ 学校は、子ども・若者ケアラーからの教育又は福祉に関する相談に応じ

る体制を整備するとともに、市及び関係機関と連携して適切な支援を行う

よう努めるものとする。  

 （市民等の役割）  

第７条 市民等は、基本理念にのっとり、子ども・若者ケアラーが置かれて

いる状況及びケアラー支援の必要性についての理解を深め、子ども・若者

ケアラーが孤立することのないよう十分配慮するとともに、市が実施する

ケアラー支援に関する施策に協力するよう努めるものとする。  

 （事業者の役割）  

第８条 事業者は、基本理念にのっとり、子ども・若者ケアラーが置かれて

いる状況及びケアラー支援の必要性についての理解を深め、市が実施する

ケアラー支援に関する施策に協力するよう努めるものとする。  

２ 事業者は、雇用する従業員が子ども・若者ケアラーである可能性がある

ことを認識するとともに、当該従業員が子ども・若者ケアラーであると認

められるときは、その意向を尊重しつつ、勤務するに当たっての配慮、情

報の提供その他の必要なケアラー支援を行うよう努めるものとする。  

 （関係機関の役割）  

第９条 関係機関は、基本理念にのっとり、子ども・若者ケアラーが置かれ

ている状況及びケアラー支援の必要性についての理解を深め、市が実施す

るケアラー支援に関する施策に積極的に協力するよう努めるものとする。  

２ 関係機関は、日常的に子ども・若者ケアラーに関わる可能性がある立場

にあることを認識するとともに、関わりのある者が子ども・若者ケアラー

であると認められるときは、その意向を尊重しつつ、健康状態、生活環境

等を確認し、支援の必要性の把握に努めるものとする。  
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３ 関係機関は、ケアラー支援を必要とする子ども・若者ケアラーに対し、

情報の提供、適切な他の関係機関への案内又は取次ぎその他の必要なケア

ラー支援を行うよう努めるものとする。  

 （広報及び啓発）  

第１０条 市は、広報活動及び啓発活動を通じて、市民等、事業者及び関係

機関が、子ども・若者ケアラーが置かれている状況、ケアラー支援等に関

する知識を深め、社会全体としてケアラー支援が推進されるよう必要な施

策を講ずるものとする。  

 （早期発見）  

第１１条 市、学校及び関係機関は、子ども・若者ケアラーを発見しやすい

立場にあることを認識し、子ども・若者ケアラーを早期に発見するよう努

めるものとする。  

 （ケアラー支援）  

第１２条 市は、子ども・若者ケアラーが安心して生活することができるよ

う、子ども・若者ケアラーが担っている本来保護者及びその家族が担うと

想定される家事、親族その他の身近な人の世話等の負担を軽減するための

必要な措置を講ずるものとする。  

２ 市は、子ども・若者ケアラーの教育の機会の確保が図られるよう、必要

な施策を講ずるものとする。  

３ 市は、地域における様々な社会資源を活用し、必要なケアラー支援を行

うものとする。  

 （支援体制の整備）  

第１３条 市は、子ども・若者、保護者及びその家族、学校、市民等、事業

者並びに関係機関から、子ども・若者ケアラーに関する相談に応じるため

の体制を整備するとともに、相談しやすい環境づくりに努めるものとする。  

２ 市は、ケアラー支援について、福祉、医療、教育その他の関連分野にお

いて総合的に取り組むための連携体制を整備するものとする。  

 （人材の確保等）  

第１４条 市は、ケアラー支援に関する施策を実施するための人材の確保に

努めるとともに、市及び関係機関の職員の資質の向上を図るための研修等

を行い、人材の育成に努めるものとする。  
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 （財政上の措置）  

第１５条 市は、ケアラー支援に関する施策を推進するため、必要な財政上

の措置を講ずるよう努めるものとする。  

 （その他）  

第１６条 この条例に定めるもののほか、ケアラー支援に関し必要な事項は、

別に定める。  

   附 則  

 この条例は、令和５年７月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

全ての子ども・若者ケアラーが個人として尊重され、健康で文化的な生

活を営むことができるよう、子ども・若者ケアラーを早期に発見し、成長

を支えるため継続して適切な支援を行いたいので、この案を提出する。  
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議案第４６号  

上尾市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について  

 上尾市都市公園条例の一部を改正する条例を次のように定める。  

令和５年６月５日提出  

上尾市長  畠 山  稔  

   上尾市都市公園条例の一部を改正する条例  

 上尾市都市公園条例（昭和４８年上尾市条例第２８号）の一部を次のよう

に改正する。  

 第７条の２第１項中「１２月１日から翌年の３月末日」を「１２月１６日

から翌年の３月２０日」に改める。  

 第７条の３第１号中「４月１日」を「３月１日」に改める。  

 第１４条第１項中「に掲げる」を「に定める」に改め、同条中第２項を第

３項とし、第１項の次に次の１項を加える。  

２ 法第５条第１項の許可を受けた者は、別表第４に定める使用料を納付し

なければならない。  

 第１５条第１項中「前条第１項」の次に「若しくは第２項」を加え、「同

条第２項」を「同条第３項」に改める。  

 第２０条の２第３項中「別表第４」を「別表第５」に改める。  

 別表第４ (3 )の表中「１８ホール」の次に「２ラウンド」を加え、同表を別

表第５とする。  

 別表第３の次に次の１表を加える。  

別表第４（第１４条関係）  

 法第５条第１項の許可による使用料  

区分 単位 期間 金額 

公園施設を設置する場合 １平方メートル １月につき ３６０円 

公園施設を管理する場合 １平方メートル １月につき ４５０円 

 備考  

  １ 自動販売機を設置する場合の使用料の額は、この表の規定にかかわ

らず、１台当たり１月につき１，５００円（公募の方法により当該自

動販売機を設置する場合にあっては、１，５００円を下回らない範囲

内において市長が定める額）とする。  
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  ２ 公園施設の設置又は管理の期間が１月に満たない場合は、日割りに

より計算する。  

   附 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、令和５年１０月１日から施行する。ただし、次項の規定は、

公布の日から施行する。  

 （準備行為） 

２ この条例による改正後の上尾市都市公園条例（以下「新条例」という。）

第１４条第２項の規定による使用料の徴収に関し必要な手続その他の行為

は、この条例の施行前においても行うことができる。 

 （経過措置） 

３ 新条例別表第４の規定は、この条例の施行の日以後の公園施設の設置又

は管理の許可に係る使用料について適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

都市公園の利用の促進及びサービスの向上を図るため、上平公園野球場

及び庭球場の利用期間並びに戸崎公園パークゴルフ場の利用単位を変更し

たいので、この案を提出する。  
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議案第４７号  

   工事請負契約の締結について  

 下記のとおり工事請負契約を締結することについて、議決を求める。  

  令和５年６月５日提出  

上尾市長  畠 山  稔     

                 記  

１ 契 約 の 目 的  上尾伊奈斎場つつじ苑外壁・屋根改修工事 

２ 契 約 の 方 法  条件付一般競争入札 

３ 契 約 の 金 額  ２４２，２７２，８００円  

４ 契約の相手方  上尾市小泉七丁目３０番地３０  

          守屋八潮建設株式会社上尾支店  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

上尾伊奈斎場つつじ苑外壁・屋根改修工事に関する工事請負契約を締結

するため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条

例第２条の規定により、この案を提出する。  
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議案第４８号  

   財産の取得について  

 下記のとおり自動車を取得することについて、議決を求める。  

  令和５年６月５日提出  

上尾市長  畠 山  稔     

                 記  

１ 自動車の数量  消防ポンプ自動車 １台 

２ 取 得 の 目 的  火災現場における消火活動に充てるため。 

３ 取 得 の 方 法  条件付一般競争入札  

４ 取 得 価 格  ２６，３７８，０００円  

５ 契約の相手方  東京都八王子市中野上町二丁目３１番１号 

日本機械工業株式会社本社営業部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

消防ポンプ自動車を取得するため、議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例第３条の規定により、この案を提出する。  
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議案第４９号  

   財産の取得について  

 下記のとおり自動車を取得することについて、議決を求める。  

  令和５年６月５日提出  

上尾市長  畠 山  稔     

                 記  

１ 自動車の数量  救助工作車 １台 

２ 取 得 の 目 的  救助現場における救助活動に充てるため。 

３ 取 得 の 方 法  条件付一般競争入札  

４ 取 得 価 格  ２００，２００，０００円  

５ 契約の相手方  さいたま市南区辻󠄀４丁目１８番１０号 

埼玉消防機械株式会社中央支店 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

救助工作車を取得するため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得

又は処分に関する条例第３条の規定により、この案を提出する。   
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議案第５０号  

   財産の取得について  

 下記のとおり自動車を取得することについて、議決を求める。  

  令和５年６月５日提出  

上尾市長  畠 山  稔     

                 記  

１ 自動車の数量  高規格救急自動車 ３台 

２ 取 得 の 目 的  救急現場における高度な救急救命活動に充てるため。 

３ 取 得 の 方 法  条件付一般競争入札  

４ 取 得 価 格  １２８，００７，０００円  

５ 契約の相手方  東京都千代田区外神田五丁目５番１１号 小西ビル１  

          階 

長野ポンプ株式会社東京営業所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

高規格救急自動車を取得するため、議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例第３条の規定により、この案を提出する。  

-19-



 

議案第５１号  

専決処分の承認を求めることについて  

 上尾市税条例の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第１７９条第１項本文の規定により、別紙のとおり専決処分し

たので、その承認を求める。 

令和５年６月５日提出  

上尾市長  畠 山  稔  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

地方税法等の一部を改正する法律（令和５年法律第１号）が令和５年３

月３１日に公布されたことに伴い、緊急に上尾市税条例を改正する必要が

生じ、同日上尾市税条例の一部を改正する条例を専決処分したので、地方

自治法第１７９条第３項の規定により、この案を提出する。 
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 専 決 処 分 書 

 下記の事項について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条

第１項本文の規定により、専決処分する。 

  令和５年３月３１日 

                  上尾市長  畠 山  稔     

                 記  

   上尾市税条例の一部を改正する条例 

 上尾市税条例（昭和３０年上尾市条例第１３号）の一部を次のように改正

する。 

 第４６条中「第２条の６に規定する納入書によって」を「第５号の１５様

式又は第５号の１５の２様式若しくは施行規則第２条の６の規定により総務

大臣が定めた様式による納入書により」に改める。 

 第４８条第１項及び第５項中「第２２号の４様式」の次に「又は第２２号

の４の２様式」を加える。 

 第５０条第１項中「第２２号の４様式」の次に「又は第２２号の４の２様

式」を加え、同条第２項中「においては」を「には」に改める。 

 第９８条第１項及び第５項並びに第１０１条第１項中「第３４号の２の５

様式」の次に「又は第３４号の２の５の２様式」を加える。 

 附則第８条第１項中「令和６年度」を「令和９年度」に改める。 

 附則第１０条中「、第６３条又は第６４条」を「又は第６３条」に、「、

第６３条若しくは第６４条」を「若しくは第６３条」に改める。 

 附則第１０条の２第３項中「令和５年３月３１日」を「令和８年３月３１

日」に、「附則第１５条第１５項」を「附則第１５条第１４項」に改め、同

条第４項中「附則第１５条第２２項」を「附則第１５条第２１項」に改め、

同条第５項中「附則第１５条第２３項第１号」を「附則第１５条第２２項第

１号」に改め、同条第６項中「附則第１５条第２３項第２号」を「附則第１

５条第２２項第２号」に改め、同条第７項中「附則第１５条第２３項第３号」

を「附則第１５条第２２項第３号」に改め、同条第８項中「附則第１５条第

２４項第１号」を「附則第１５条第２３項第１号」に改め、同条第９項中

「附則第１５条第２４項第２号」を「附則第１５条第２３項第２号」に改め、

同条第１０項中「附則第１５条第２６項第１号イ」を「附則第１５条第２５
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項第１号イ」に改め、同条第１１項中「附則第１５条第２６項第１号ロ」を

「附則第１５条第２５項第１号ロ」に改め、同条第１２項中「附則第１５条

第２６項第１号ハ」を「附則第１５条第２５項第１号ハ」に改め、同条第１

３項中「附則第１５条第２６項第１号ニ」を「附則第１５条第２５項第１号

ニ」に改め、同条第１４項中「附則第１５条第２６項第２号イ」を「附則第

１５条第２５項第２号イ」に改め、同条第１５項中「附則第１５条第２６項

第２号ロ」を「附則第１５条第２５項第２号ロ」に改め、同条第１６項中

「附則第１５条第２６項第２号ハ」を「附則第１５条第２５項第２号ハ」に

改め、同条第１７項中「附則第１５条第２６項第３号イ」を「附則第１５条

第２５項第３号イ」に改め、同条第１８項中「附則第１５条第２６項第３号

ロ」を「附則第１５条第２５項第３号ロ」に改め、同条第１９項中「附則第

１５条第２６項第３号ハ」を「附則第１５条第２５項第３号ハ」に改め、同

条第２０項中「令和５年３月３１日」を「令和８年３月３１日」に、「附則

第１５条第２９項」を「附則第１５条第２８項」に改め、同条第２１項中

「令和５年３月３１日」を「令和６年３月３１日」に、「附則第１５条第３

３項」を「附則第１５条第３２項」に改め、同条第２２項中「令和５年３月

３１日」を「令和７年３月３１日」に、「附則第１５条第３４項」を「附則

第１５条第３３項」に改め、同条第２３項中「令和５年３月３１日」を「令

和８年３月３１日」に、「附則第１５条第３９項」を「附則第１５条第３８

項」に改め、同条第２４項中「附則第１５条第４３項各号」を「附則第１５

条第４２項各号」に改め、同条第２５項中「附則第１５条第４４項」を「附

則第１５条第４３項」に改め、同条第２６項中「令和５年３月３１日」を

「令和７年３月３１日」に改め、同条第２７項を次のように改める。 

２７ 令和５年４月１日から令和７年３月３１日までの間に法附則第１５条

の９の３第１項に規定する工事が行われた同項に規定する特定マンション

に係る区分所有に係る家屋に係る固定資産税額から減額する額の同項に規

定する条例で定める割合は、３分の１とする。 

 附則第１０条の３第１４項を同条第１５項とし、同条第１３項中「附則第

７条第１３項」を「附則第７条第１７項」に改め、同項を同条第１４項とし、

同条第１２項の次に次の１項を加える。 

１３ 法附則第１５条の９の３第１項に規定する特定マンションに係る区分
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所有に係る家屋について、同項の規定の適用を受けようとする者は、当該

特定マンションに係る同項に規定する工事が完了した日から３月以内に、

次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則附則第７条第１６項各号に掲

げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

 (1) 納税義務者の住所又は事務所若しくは事業所の所在地、氏名又は名称

及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっ

ては、住所又は事務所若しくは事業所の所在地及び氏名又は名称） 

 (2) 家屋の所在、家屋番号、種類及び床面積 

 (3) 家屋の建築年月日及び登記年月日 

 (4) 当該工事が完了した年月日 

 (5) 当該工事が完了した日から３月を経過した後に申告書を提出する場合

には、３月以内に提出することができなかった理由 

 附則第１５条の３を削る。 

 附則第１５条の４第３項中「附則第１５条の６」を「附則第１５条の５」

に改め、同条を附則第１５条の３とする。 

 附則第１５条の５を附則第１５条の４とし、附則第１５条の６を附則第１

５条の５とし、附則第１５条の７を附則第１５条の６とする。 

 附則第１５条の８第３項を削り、同条を附則第１５条の７とする。 

 附則第１６条第２項中「令和２年４月１日から令和３年３月３１日」を

「令和４年４月１日から令和８年３月３１日」に、「令和３年度分」を「、

当該初回車両番号指定を受けた日の属する年度の翌年度分」に改め、同条第

３項から第６項までを削り、同条第７項中「附則第３０条第７項」を「附則

第３０条第３項」に、「３輪以上のガソリン軽自動車」を「３輪以上の法第

４４６条第１項第３号に規定するガソリン軽自動車（以下この項及び次項に

おいて「ガソリン軽自動車」という。）」に改め、「、当該ガソリン軽自動

車が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号指定

を受けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り」を削り、「令

和５年３月３１日」を「令和８年３月３１日」に、「令和５年度分」を「、

当該初回車両番号指定を受けた日の属する年度の翌年度分」に、「第３項の

表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句」を「同条第２号ア (ｲ )中「３，９００円」とあるのは「２，
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０００円」と、同号ア (ｳ )ａ (a)中「６，９００円」とあるのは「３，５００

円」」に改め、同項を同条第３項とし、同条第８項中「附則第３０条第８項」

を「附則第３０条第４項」に改め、「、当該ガソリン軽自動車が令和３年４

月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合に

は令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り」を削り、「令和５年３月３１

日」を「令和７年３月３１日」に、「令和５年度分」を「、当該初回車両番

号指定を受けた日の属する年度の翌年度分」に、「第４項の表の左欄に掲げ

る同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句」を「同条第２号ア (ｲ )中「３，９００円」とあるのは「３，０００円」と、

同号ア (ｳ )ａ (a )中「６，９００円」とあるのは「５，２００円」」に改め、同

項を同条第４項とする。 

 附則第１６条の２第１項中「第８項」を「第４項」に改める。 

 附則第１６条の３中「第１０項、第１４項から第１８項まで、第２０項、

第２１項、第２５項、第２８項、第３２項から第３６項まで、第３９項、第

４０項若しくは第４４項」を「第９項、第１３項から第１７項まで、第１９

項、第２０項、第２４項、第２７項、第３１項から第３５項まで、第３８項、

第３９項、第４３項若しくは第４６項」に改める。 

 附則第１７条の２第１項及び第２項中「令和５年度」を「令和８年度」に

改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第２条 次項に定めるものを除き、この条例による改正後の上尾市税条例

（以下「新条例」という。）の規定中固定資産税に関する部分は、令和５

年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和４年度分までの固定

資産税については、なお従前の例による。 

２ 令和３年４月１日から令和５年３月３１日までの期間（以下この項にお

いて「適用期間」という。）内に地方税法等の一部を改正する法律（令和

３年法律第７号）附則第１条第４号に掲げる規定による改正前の地方税法

（昭和２５年法律第２２６号）附則第６４条に規定する中小事業者等（以
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下この項において「中小事業者等」という。）が取得（同条に規定する取

得をいう。以下この項において同じ。）をした同条に規定する特例対象資

産（以下この項において「特例対象資産」という。）（中小事業者等が、

同条に規定するリース取引（以下この項において「リース取引」という。）

に係る契約により特例対象資産を引き渡して使用させる事業を行う者が適

用期間内に取得をした同条に規定する先端設備等に該当する特例対象資産

を、適用期間内にリース取引により引渡しを受けた場合における当該特例

対象資産を含む。）に対して課する固定資産税については、なお従前の例

による。 

 （軽自動車税に関する経過措置） 

第３条 令和元年１０月１日から令和３年１２月３１日までの間に取得され

たこの条例による改正前の上尾市税条例附則第１５条の３及び第１５条の

８第３項に規定する三輪以上の軽自動車に対して課する軽自動車税の環境

性能割については、なお従前の例による。 

２ 新条例附則第１６条の規定は、令和５年度以後の年度分の軽自動車税の

種別割について適用し、令和４年度分までの軽自動車税の種別割について

は、なお従前の例による。 

 （都市計画税に関する経過措置） 

第４条 次項に定めるものを除き、新条例の規定中都市計画税に関する部分

は、令和５年度以後の年度分の都市計画税について適用し、令和４年度分

までの都市計画税については、なお従前の例による。 

２ この条例の施行の日から地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等

の一部を改正する法律（令和５年法律第１８号）附則第１条第２号に掲げ

る規定の施行の日の前日までの間における新条例附則第１６条の３の規定

の適用については、同条中「、第４３項若しくは第４６項」とあるのは、

「若しくは第４３項」とする。  
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議案第５２号  

   専決処分の承認を求めることについて  

 上尾市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項本文の規定により、別紙のと

おり専決処分したので、その承認を求める。 

  令和５年６月５日提出  

上尾市長  畠 山  稔     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

地方税法施行令の一部を改正する政令（令和５年政令第１３２号）が令

和５年３月３１日に公布されたことに伴い、緊急に上尾市国民健康保険税

条例を改正する必要が生じ、同日上尾市国民健康保険税条例の一部を改正

する条例を専決処分したので、地方自治法第１７９条第３項の規定により、

この案を提出する。 
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 専 決 処 分 書 

 下記の事項について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条

第１項本文の規定により、専決処分する。 

  令和５年３月３１日  

                  上尾市長  畠 山  稔     

記 

   上尾市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 上尾市国民健康保険税条例（昭和３０年上尾市条例第５１号）の一部を次

のように改正する。 

 第１９条第１項第２号中「２８万５，０００円」を「２９万円」に改め、

同項第３号中「５２万円」を「５３万５，０００円」に改める。 

 第１９条の２中「第２０条の２」を「第２０条の２第１項」に改める。 

 第２０条の２第２項中「その他の特例対象被保険者等であることの事実を

証明する書類」を「又は雇用保険受給資格通知（同令第１９条第３項に規定

するものをいう。）」に改める。 

 附則第２項中「第１９条第１項」を「第１９条」に、「同項」を「同条第

１項」に改める。 

 附則第３項、第４項、第６項から第９項までの規定、第１２項及び第１３

項中「第１９条第１項の」を「第１９条の」に改める。  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の上尾市国民健康保険税条例の規定は、令和５年

度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和４年度分までの国

民健康保険税については、なお従前の例による。 
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議案第５３号  

   専決処分の承認を求めることについて  

 令和５年度上尾市一般会計補正予算（第１号）について、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１７９条第１項本文の規定により、別紙のとおり

専決処分したので、その承認を求める。  

  令和５年６月５日提出  

上尾市長  畠 山  稔     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

国のマイナポイント第２弾の申込期限が延長されたことに伴い、本市に

おけるマイナポイント予約・申込支援事業を継続して実施するため、その

経費を計上した令和５年度上尾市一般会計補正予算（第１号）を緊急に編

成する必要が生じ、令和５年４月１２日専決処分したので、地方自治法第

１７９条第３項の規定により、この案を提出する。   
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1
 
○

マ
イ

ナ
ポ

イ
ン

ト
予

約
・

申
込

支
援

事
業

(
3
,
9
5
9
)
国

庫
支

出
金

(
1
3
,
3
4
1
)

1
3
,
3
4
1
 

1
3
,
3
4
1

(
1
3
,
3
4
1
)

(
1
7
,
3
0
0
)

　
1
2
委

託
料

1
3
,
3
4
1
 

(
1
3
,
3
4
1
)

1
3
,
3
4
1

1
3
,
3
4
1

0
0

0

　
　

計
(

5
,
5
8
4
,
0
2
7
)

(
5
,
5
9
7
,
3
6
8
)

補
 
正

 
額

(
 
累

 
 
計

 
)

一
般

財
源

区
　

　
分

補
 
正

 
額

(
 
累

 
 
計

 
)
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議案第５４号  

   専決処分の承認を求めることについて  

 令和５年度上尾市一般会計補正予算（第２号）について、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１７９条第１項本文の規定により、別紙のとおり

専決処分したので、その承認を求める。  

  令和５年６月５日提出  

上尾市長  畠 山  稔     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

物価高騰等に直面する低所得の子育て世帯に対し、特別給付金を支給す

るため、その経費を計上した令和５年度上尾市一般会計補正予算（第２号）

を緊急に編成する必要が生じ、令和５年４月２０日専決処分したので、地

方自治法第１７９条第３項の規定により、この案を提出する。   
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専
決

処
分

書
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
E

 
令
和
５
年
度
上
尾
市
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
２
号
）
に
つ
い
て
、
地
方
自
治
法
（
昭
和
２
２
年
法
律
第
６
７
号
）
第
１
７
９
条
第
１
項
本
文
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
と
お
り

専
決
処
分
す
る
。
 

令
和
５
年
４
月
２
０
日
 

上
尾

市
長

 
 
 
 
 
 
 
  
 

 畠
山

稔
 
 
 

 
  
  
 

-35-



令
和
５
年
度
上
尾
市
の
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
２
号
）
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。
 

（
歳
入
歳
出
予
算
の
補
正
）
 

第
１
条
  

歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
に
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
２
７
０
，
８
０
３
千
円
を
追
加
し
、
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
を
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
７
３
，
７
４
４
，
１
４
４
千
円
 

と
す
る
。
 

２
 
歳
入
歳
出
予
算
の
補
正
の
款
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
並
び
に
補
正
後
の
歳
入
歳
出
予
算
の
金
額
は
、
「
第
１
表
 
歳
入
歳
出
予
算
補
正
」
に
よ
る
。
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第
 
１
 
表
 
 
歳
 
 
入
 
 
歳
 
 
出
　
予
 
 
算
 
 
補
 
 
正

歳
　
入

単
位

：
千

円

款
項

補
正

前
の

額
補

正
額

計

 
1
5
国

庫
支

出
金

1
3
,
0
9
5
,
5
6
6

2
7
0
,
8
0
3

1
3
,
3
6
6
,
3
6
9

 
 
2
国

庫
補

助
金

1
,
2
9
4
,
6
3
8

2
7
0
,
8
0
3

1
,
5
6
5
,
4
4
1

歳
入

合
計

7
3
,
4
7
3
,
3
4
1

2
7
0
,
8
0
3

7
3
,
7
4
4
,
1
4
4

歳
　
出

単
位

：
千

円

款
項

補
正

前
の

額
補

正
額

計

 
 
2
総

務
費

7
,
0
7
6
,
8
8
1

5
1
1

7
,
0
7
7
,
3
9
2

 
 
1
総

務
管

理
費

5
,
5
9
7
,
3
6
8

5
1
1

5
,
5
9
7
,
8
7
9

 
 
3
民

生
費

3
6
,
9
0
0
,
0
5
8

2
7
0
,
2
9
2

3
7
,
1
7
0
,
3
5
0

 
 
2
児

童
福

祉
費

1
6
,
9
3
5
,
2
9
7

2
7
0
,
2
9
2

1
7
,
2
0
5
,
5
8
9

歳
出

合
計

7
3
,
4
7
3
,
3
4
1

2
7
0
,
8
0
3

7
3
,
7
4
4
,
1
4
4
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歳
　
入
　
歳
　
出
　
補
　
正
　
予
　
算
　
事
　
項
　
別

　
明
　
細
　
書

１
 
 
総
　
括

（
歳

　
入

）
単

位
：

千
円

款
補

正
前

の
額

補
正

額
計

 
1
5
国

庫
支

出
金

1
3
,
0
9
5
,
5
6
6

2
7
0
,
8
0
3

1
3
,
3
6
6
,
3
6
9

歳
入

合
計

7
3
,
4
7
3
,
3
4
1

2
7
0
,
8
0
3

7
3
,
7
4
4
,
1
4
4

（
歳
　
出
）

単
位
：
千
円

補
　
正
　
額
　
の
　
財
　
源
　
内
　
訳

款
補
正
前
の
額

補
正
額

計
特

定
財

源

国
県
支
出
金

地
 
 
方
 
 
債

そ
 
 
の
 
 
他

 
 
2
総
務
費

7
,
0
7
6
,
8
8
1

5
1
1

7
,
0
7
7
,
3
9
2

5
1
1

0
0

0

 
 
3
民
生
費

3
6
,
9
0
0
,
0
5
8

2
7
0
,
2
9
2

3
7
,
1
7
0
,
3
5
0

2
7
0
,
2
9
2

0
0

0

歳
 
 
 
 
 
出
 
 
 
 
 
合
 
 
 
 
 
計

7
3
,
4
7
3
,
3
4
1

2
7
0
,
8
0
3

7
3
,
7
4
4
,
1
4
4

2
7
0
,
8
0
3

0
0

0

一
 
般
 
財
 
源
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２
　
　
歳
　
入

（
款

）
1
5
　

国
庫

支
出

金
 
 
（

項
）

 
2
　

国
庫

補
助

金
単

位
：

千
円

節
補

 
正

 
額

区
　

　
分

金
　

　
額

(
 
累

 
 
計

 
)

 
2
　

民
生

費
国

庫
補

助
金

7
1
0
,
2
8
5

2
7
0
,
8
0
3

9
8
1
,
0
8
8
 
2
児

童
福

祉
費

補
助

金
2
7
0
,
8
0
3
低

所
得

の
子

育
て

世
帯

生
活

支
援

特
別

給
付

金
支

給
事

業
費

補
助

金

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
6
7
,
5
0
0
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
2
6
7
,
5
0
0
)

　
　

補
助

率
 
1
0
/
1
0
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

低
所

得
の

子
育

て
世

帯
生

活
支

援
特

別
給

付
金

支
給

事
務

費
補

助
金

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3
,
3
0
3
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
3
,
3
0
3
)

　
　

補
助

率
 
1
0
/
1
0
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　
　

 
　

 
計

1
,
2
9
4
,
6
3
8

2
7
0
,
8
0
3

1
,
5
6
5
,
4
4
1

目
補

正
前

の
額

補
　

正
　

額
計

説
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
明
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３
　
　
歳
　
出

（
款

）
 
2
 
総

務
費

　
（

項
）

 
1
　

総
務

管
理

費
単

位
：

千
円

補
　

正
　

額
補

 
正

 
額

 
の

 
財

 
源

 
内

 
訳

節
 
 
・

 
 
説

 
 
明

目
(

補
正

前
の

額
)

特
　

定
　

財
　

源
事

 
 
業

 
 
概

 
 
要

(
計

)
国

県
支

出
金

地
方

債
そ

の
他

 
4
　

会
計

管
理

費
5
1
1

5
1
1

0
0

0
1
1
役

務
費

5
1
1
 
(
出

納
室

)

　
手

数
料

5
1
1
 
○

出
納

事
務

事
業

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5
1
1
 

(
9
0
,
7
9
0
)
国

庫
支

出
金

(
3
9
,
5
2
2
)
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
9
1
,
3
0
1
)

5
1
1

　
1
1
役

務
費

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5
1
1
 

(
9
1
,
3
0
1
)

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
4
0
,
1
0
8
)

5
1
1

5
1
1

0
0

0

　
　

計
(

5
,
5
9
7
,
3
6
8
)

(
5
,
5
9
7
,
8
7
9
)

（
款

）
 
3
 
民

生
費

　
（

項
）

 
2
　

児
童

福
祉

費
 
2
　

児
童

措
置

費
2
7
0
,
2
9
2

2
7
0
,
2
9
2

0
0

0
 
3
職

員
手

当
等

1
,
8
6
0
 
(
子

ど
も

支
援

課
)

　
時

間
外

勤
務

手
当

1
,
8
6
0
 
○

低
所

得
の

子
育

て
世

帯
生

活
支

援
特

別
給

付

(
1
1
,
4
4
1
,
7
5
3
)
国

庫
支

出
金

(
1
,
8
6
0
)
金

支
給

事
業

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
7
0
,
2
9
2
 

2
7
0
,
2
9
2

1
0
需

用
費

1
1
0
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
2
7
0
,
2
9
2
)

(
1
1
,
7
1
2
,
0
4
5
)

　
消

耗
品

費
1
1
0
 
　

 
3
職

員
手

当
等

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
,
8
6
0
 

(
2
9
6
)
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
1
,
8
6
0
)

1
1
役

務
費

8
2
2
 
　

1
0
需

用
費

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
1
0
 

　
通

信
運

搬
費

8
2
2
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
1
1
0
)

(
1
,
5
2
7
)
　

1
1
役

務
費

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
8
2
2
 

1
9
扶

助
費

2
6
7
,
5
0
0
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
8
2
2
)

　
低

所
得

の
子

育
て

世
帯

生
活

支
援

特
別

給
付

金
2
6
7
,
5
0
0
 
　

1
9
扶

助
費

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2
6
7
,
5
0
0
 

(
2
6
7
,
5
0
0
)
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(
2
6
7
,
5
0
0
)

2
7
0
,
2
9
2

2
7
0
,
2
9
2

0
0

0

　
　

計
(

1
6
,
9
3
5
,
2
9
7
)

(
1
7
,
2
0
5
,
5
8
9
)

補
 
正

 
額

(
 
累

 
 
計

 
)

一
般

財
源

区
　

　
分

補
 
正

 
額

(
 
累

 
 
計

 
)
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一

 
般

 
職

（
１

）
総

 
括

単
位

：
千

円

（
)

（
)

（
）

(
 
)
内

は
、

再
任

用
短

時
間

勤
務

職
員

及
び

パ
ー

ト
タ

イ
ム

会
計

年
度

任
用

職
員

で
外

書
き

単
位

：
千

円

会
計

年
度

任
用

職
員

以
外

単
位

：
千

円

（
)

（
)

（
）

(
 
)
内

は
、

再
任

用
短

時
間

勤
務

職
員

で
外

書
き

単
位

：
千

円

1
0
,
5
8
5
,
0
5
7

職
員

手
当

計

2
,
8
3
4
,
5
7
7

1
,
2
2
2
,
6
6
0

1
,
2
2
2
,
6
6
0 0

5
,
4
5
9
,
1
6
7

5
,
4
5
9
,
1
6
7 0

3
,
9
0
3
,
2
3
0

3
,
9
0
1
,
3
7
0

1
,
8
6
0

3
4
4
,
2
3
3

8
8
,
6
9
5

8
3
,
6
9
7

3
2
,
9
0
5

6
5
8
,
3
7
5

2
,
3
2
3

1
2
8
,
0
8
0

2
,
4
2
5
,
9
3
9

補
　

正
　

後
1
3
7
,
1
2
3

3
4
4
,
2
3
3

職
 
員

 
手

 
当

 
の

 
内

 
訳

区
　

　
　

分
扶

養
手

当
地

域
手

当
住

居
手

当
通

勤
手

当
特

殊
勤

務
手

当
管

理
職

手
当

期
末

勤
勉

手
当

8
8
,
6
9
5

8
3
,
6
9
7

3
2
,
9
0
5

6
6
0
,
2
3
5

2
,
3
2
3

比
　

　
　

較
0

時
間

外
勤

務
手

当
管

理
職

員
特

別
勤

務
手

当

0
0

1
2
8
,
0
8
0

2
,
4
2
5
,
9
3
9

補
　

正
　

前
1
3
7
,
1
2
3

1
3
,
4
1
9
,
6
3
4

区
　

　
　

　
　

分
職

 
員

 
数

（
人

）

0
比

　
　

　
　

　
較

1
,
8
6
0

0
1
,
8
6
0

1
,
3
7
1 0

補
　

　
正

　
　

前
1
0
,
5
8
3
,
1
9
7

2
,
8
3
4
,
5
7
7

1
3
,
4
1
7
,
7
7
4

給
　

　
与

　
　

費
報

　
酬

給
　

料

補
　

　
正

　
　

後

合
　

　
計

備
　

　
　

　
考

共
 
済

 
費

給
　

　
与

　
　

費
　

　
明

　
　

細
　

　
書

8
,
9
5
4
,
4
4
6

1
,
8
6
0

2
,
6
0
4
,
7
7
2 0

1
1
,
5
6
1
,
0
7
8

1
1
,
5
5
9
,
2
1
8

1
,
8
6
0

備
　

　
　

　
考

合
　

　
計

共
 
済

 
費

2
,
6
0
4
,
7
7
2

1
,
3
7
1

2
,
1
7
6

0
0

0
0

1
,
8
6
0

0

2
,
1
7
6

区
　

　
　

分

5
,
2
9
4
,
5
4
5

3
,
6
5
9
,
9
0
1

1
,
8
6
0

住
居

手
当

補
　

　
正

　
　

後
5
1

1
,
3
7
1

区
　

　
　

　
　

分
職

 
員

 
数

（
人

）
給

　
　

与
　

　
費

給
　

料
職

員
手

当
計

5
,
2
9
4
,
5
4
5

3
,
6
6
1
,
7
6
1

8
,
9
5
6
,
3
0
6

通
勤

手
当

期
末

勤
勉

手
当

2
,
1
9
7
,
1
6
0

2
,
1
9
7
,
1
6
0 0

2
,
3
2
3

補
　

　
正

　
　

前
5
1

1
,
3
7
1

比
　

　
　

　
　

較
0 0

職
 
員

 
手

 
当

 
の

 
内

 
訳

補
　

正
　

前
1
3
7
,
1
2
3

補
　

正
　

後
1
3
7
,
1
2
3

0

扶
養

手
当

地
域

手
当

3
3
4
,
2
3
4

3
3
4
,
2
3
4

比
　

　
　

較
0

0

2
,
3
2
3

1
,
8
6
0

0
0

6
5
8
,
3
7
5

1
2
8
,
0
8
0

特
殊

勤
務

手
当

時
間

外
勤

務
手

当
管

理
職

手
当

管
理

職
員

特
別

勤
務

手
当

6
6
0
,
2
3
5

1
2
8
,
0
8
0

8
8
,
6
9
5

8
1
,
0
0
6

3
2
,
9
0
5

0
0

0

8
1
,
0
0
6

3
2
,
9
0
5

8
8
,
6
9
5
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（
２

）
給

料
及

び
職

員
手

当
の

増
減

額
の

明
細

単
位

：
千

円

1
．

制
度

改
正

に
伴

う
増

減
分

2
．

そ
の

他
の

増
減

分
1
,
8
6
0

職
員

手
当

1
,
8
6
0

-
区

　
　

分
増

 
減

 
額

増
 
減

 
事

 
由

 
別

 
内

 
訳

説
　

　
明

備
考
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議案第５５号 

   固定資産評価員の選任について 

 上尾市固定資産評価員に下記の者を選任することについて、同意を求める。 

  令和５年６月５日提出 

                  上尾市長  畠 山  稔 

 記 

 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

  森 泉 洋 二 

   〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

固定資産評価員坂井良昭から令和５年６月３０日限りで固定資産評価員

を辞職する旨の申出を受けたため、後任として行政経営部資産税課長の職

にある森泉洋二を選任することについて同意を得たいので、地方税法第４

０４条第２項の規定により、この案を提出する。  
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諮問第１号 

   人権擁護委員の候補者の推薦につき議会の意見を求めることについて  

 下記の者を人権擁護委員の候補者として推薦したいので、議会の意見を求  

める。  

  令和５年６月５日提出 

                  上尾市長  畠 山  稔 

 記 

 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

   橋 晴 美 

   〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

人権擁護委員 橋晴美氏の任期は、令和５年９月３０日で満了となるが、

同氏を再び人権擁護委員の候補者として推薦したいので、人権擁護委員法

第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。   

-44-



 

諮問第２号 

   人権擁護委員の候補者の推薦につき議会の意見を求めることについて  

 下記の者を人権擁護委員の候補者として推薦したいので、議会の意見を求  

める。  

  令和５年６月５日提出 

                  上尾市長  畠 山  稔 

 記 

 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

  田 口 い ず み 

   〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

人権擁護委員田口いずみ氏の任期は、令和５年９月３０日で満了となる

が、同氏を再び人権擁護委員の候補者として推薦したいので、人権擁護委

員法第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。   
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